
（平成２２年６月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 13 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 8 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 21 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 15 件

年金記録確認茨城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



茨城国民年金 事案 1016 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年４月から 48 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年４月から 47 年３月まで 

② 昭和 47 年４月から 48 年３月まで 

20 歳になったことを機に、母が、私の代わりに国民年金の加入手続を

行い、昭和 52 年３月に就職するまで、国民年金保険料を納付してくれて

いた。 

また、母は、弟の保険料についても、私と同様に、弟が 20 歳になった

昭和 47 年４月から、納付していたはずである。 

このため、両申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②は比較的短期間であり、申立人は、申立期間②の直後からの

国民年金保険料をすべて納付している上、申立人が国民年金に加入した時

期は、直前の任意加入者の国民年金手帳記号番号から、昭和 47 年 12 月こ

ろと考えられ、この時点では申立期間②の保険料については現年度納付が

可能であったことから、申立期間②の国民年金保険料を納付しなかったと

は考え難い。 

また、申立人は、申立人の母が、申立人の弟の保険料を一緒に納付して

いたと主張しており、事実、申立人の弟に係る申立期間②の保険料につい

ては納付済みとなっていることから、申立人の保険料を納付したものと考

えるのが自然である。 

 

２ 一方、申立人は、昭和 45 年４月に、申立人の母が、国民年金の加入手

続を行い、両申立期間の保険料を納付したと主張しているが、申立期間①



については、申立人が学生であることから任意加入期間であり、制度的に

さかのぼって保険料を納付することはできない。 

  また、申立人自身は国民年金の手続に直接関与していないため、申立期

間①当時の具体的な国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明であ

る。 

さらに、申立期間①の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形

跡もうかがえず、ほかに申立期間①の保険料を納付したことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち

申立期間②の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 1017 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

    住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成５年３月 

学生も国民年金に加入することになったことから、母が、Ａ区役所にお

いて加入手続を行い、同区役所において国民年金保険料を納付していた。 

領収書等は処分して現在は持っていないが、申立期間の保険料について

は、納付しているはずである。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は１か月と短期間である。 

また、オンライン記録により、申立人は、申立期間を除く国民年金被保険

者期間については、納付期限ごとに保険料を納付していることが確認でき、

申立人及び申立人の弟の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付していた

とする申立人の母が、申立人の弟の保険料を納付し、申立人の申立期間に係

る保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

さらに、オンライン記録により、申立期間に係る過年度保険料の納付書が

時効前の平成６年 12 月６日に作成されたことが確認できるが、この時点で

は、申立人の母は、申立人の弟の現年度保険料を納付していた期間であり、

申立人の住民登録も同じであることから、過年度保険料の納付書が郵送され

たとすれば、申立人の申立期間の過年度保険料を納付したものと考えるのが

自然である。 

加えて、オンライン記録により、申立人の弟は、申立期間の保険料をすべ

て納付している上、国民年金から公立学校共済組合への切替直前の平成９年

３月の保険料を同年４月 30 日に納付していることが確認できることから、

申立人及び申立人の弟の国民年金の手続を行い、保険料を納付していたとす



るその母は、年金に対する意識が高かったことがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 1018 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年１月から同年３月まで 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることが判明したことから、

Ａ市役所（現在は、Ｂ市役所）またはＣ社会保険事務所（当時）において、

まとめて納付した。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間である。 

また、申立人は、昭和 56 年 11 月以降については、申立期間を除き、国民年

金加入期間の保険料をすべて納付している。 

さらに、昭和 60 年１月から 61 年３月までの期間の国民年金保険料について

は、過年度納付又は追納されている事実が確認できることから、申立期間の保

険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 1019 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年１月から同年３月まで 

    昭和 51 年１月にＡ町（現在は、Ｂ市）に転居してきた際に、Ａ町役場（現

在は、Ｂ市役所）において、国民年金の加入手続を行い、同年１月から同年

３月までの夫婦二人分の国民年金保険料を納付した。その後の保険料につい

ては、納税組合を通じて納付していた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除く、国民年金

加入期間の保険料をすべて納付している。 

また、申立人は、昭和 51 年１月５日にＡ町に転入し、同月 12 日付けで国民

年金に任意加入していることが、Ａ町が保管する国民年金被保険者名簿により

確認でき、この時点で、申立期間の保険料を納付することは可能であった。 

さらに、国民年金被保険者名簿により、申立期間直後の昭和 51 年４月から

56 年３月までの夫婦二人分の保険料を現年度納付していることが確認できるこ

とから、申立人の納付意識が高かったことがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 1020 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年１月から同年３月まで 

    昭和 51 年１月に会社を辞め、Ａ町（現在は、Ｂ市）に転居してきた時に、

妻が、Ａ町役場（現在は、Ｂ市役所）で国民年金の加入手続を行い、納税組

合に入るまで、同役場において夫婦二人分の国民年金保険料を納付していた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、３か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除く国民年金

加入期間の保険料をすべて納付している。 

また、申立人が国民年金に加入した時期は、払出簿検索システムの写しから、

昭和 51 年２月６日以降と考えられる上、Ａ町が保管する国民年金被保険者名簿

により、申立期間直後の期間の保険料について、同じ日に夫婦二人分を現年度

納付していることが確認できることから、申立期間の保険料のみを納付しなか

ったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



茨城厚生年金 事案 823 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、Ａ社Ｂ工場（以下、「Ｂ工場」という。）

における申立人の被保険者記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 20

年５月１日)及び資格取得日（昭和 21 年４月１日）を取り消し、申立期間の

標準報酬月額を 40円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年５月１日から 21年４月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 20年４月 10日から 25年９月１日までの期間のう

ち、20 年５月１日から 21 年４月１日までの期間について、記録が無かっ

た旨の回答を受けた。 

私は、昭和 20 年４月に、Ｃ学校に入学し、同時にＢ工場に入社した。そ

の後、Ｄ学校の編入試験に合格し、昭和 20 年５月に、同校（昭和 20 年９

月にＤ学校を含む三校が統合（以下、「Ｅ学校」という。なお、統合前に

ついては「Ｄ学校」という。）、同年 12 月に「Ｆ学校」と改称した。）へ

転校した。 

申立期間当時は、空襲や終戦があったりと混乱した時期ではあったが、

昭和 25 年９月１日に退職するまで、継続してＡ社に勤務していたことは間

違いない。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｇグループから提出されたＢ工場の「退職者名簿」により、申立人は、

昭和 20 年４月 10 日にＢ工場に入社し、25 年９月 20 日に同社を退社してい

ることが確認できる。 

また、申立期間当時、Ａ社に勤務していた同僚 35 人のうち、存命中で連

絡先が判明した 20 人に照会したところ、13 人から回答が得られ、そのうち



８人の供述から、申立人は、当時、Ｄ学校に在籍していたこと、また、４人

の供述から、申立人は、当時、Ｂ工場に勤務していたことが推認できる。 

さらに、Ａ社Ｇグループから提出された「学籍簿」等から、申立人は、昭

和 20 年５月７日にＤ学校Ｈ科に入学したこと、同年９月 26 日にＥ学校Ｈ科

へ入学したこと、23 年４月１日に同校Ｈ科を卒業したこと及び 24 年３月 20

日に同校Ｉ科を修了したことが確認できる。 

加えて、Ａ社Ｇグループは、「当時の厚生年金保険の加入及び喪失におけ

る当社の取扱いについては不明であるものの、各工場に設置されていた学校

の生徒であれば臨時社員ではなく正社員であり、正社員は社会保険に加入す

べき従業員であった。」旨のほか、「申立人の厚生年金保険料控除の事実が

分かる資料は残存しないものの、当社に残存している退職者名簿及び学籍簿

から、申立人は、申立期間当時、Ｄ学校及びＥ学校の生徒であり、Ｂ工場に

おいて正社員としての勤務実態が確認できることから、厚生年金保険に加入

し、給与から社会保険料を控除していたと思われる。」と供述している。 

また、上記回答が得られた同僚 13 人のうち、10 人については、申立期間

当時、Ｂ工場及び日立工場における厚生年金保険被保険者資格を有している

ことが確認できるところ、加入記録が無い３人のうち１人は、「自身は、Ｄ

学校を昭和 20 年８月ころにいったん退学し、同年 12 月にＦ学校へ再入学し

た。」と供述しており、また、２人は、「自身は、昭和 20 年８月にＤ学校を

退学した。」と供述している。 

さらに、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳から、申立人が、昭和 20

年５月１日付けでＢ工場における被保険者資格を喪失（原因：転勤）し、21

年４月１日付けで同社における被保険者資格を取得していることが確認でき

るものの、上記回答が得られた同僚 13 人のうち、申立人と同じくＣ学校から

Ｄ学校へ転校した同僚２人に係る同台帳では、当該同僚２人は、20 年５月１

日付けでＢ工場における被保険者資格を喪失（原因：転勤）し、同日付けで

同社における被保険者資格を取得していることが確認できることから、申立

人については、Ｂ工場が 20 年５月１日に被保険者資格取得する手続を失念し

たと考えることが妥当である。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ｂ工

場に勤務し、Ｂ工場における厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同年代の同僚のＢ工

場における申立期間の厚生年金保険被保険者台帳から、40 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないに

もかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難いことから、



事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行って

おり、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 20 年５月から 21 年

３月までの保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 824 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場（現在は、Ａ社Ｃ事業

所）における資格取得日に係る記録を昭和 43 年５月 21 日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を２万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年５月 21 日から同年６月３日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社Ｂ工場における厚生年金保険の被保険者資格取得日が昭和 43 年６月３日

である旨の回答を受けた。 

私は、昭和 43 年５月 21 日付けでＡ社Ｂ工場への異動の発令を受けており、

一緒に同社Ｂ工場へ異動した同僚は、同日付けで被保険者資格を取得してい

るので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社Ｃ事業所発行の「証明書」により、申立人は、昭

和 43 年３月４日から平成 16 年５月 20 日まで、Ｄ社Ｅ事業所及びＡ社Ｃ事業

所に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社Ｃ事業所に照会したところ、申立人から提出された「証明書」は

同社が発行したものである旨のほか、申立人は、昭和 43 年５月 21 日付けでＤ

社Ｅ事業所からＡ社Ｂ工場へ転属しているため、本来、同日付けで被保険者資

格を取得すべきところ、当時の社会保険事務担当者が誤って、社会保険事務所

に同年６月３日付けで被保険者資格を取得した旨の届出を行ったと思われる旨

の回答が得られた。 

さらに、Ａ社Ｂ工場から、申立人の給与から申立期間に係る厚生年金保険料

を控除していたと思われる旨の回答が得られた。 



これらの事情を総合的に判断すると、申立人は申立期間において、Ａ社Ｂ工

場に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ工場におけ

る昭和 43 年６月のオンライン記録から、２万 4,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主から、申立期間当時、申立人の被保険者資格の届出を提

出する際に誤りがあったとする旨の回答が得られたことから、事業主は、昭和

43 年６月３日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人

に係る同年５月の厚生年金保険料について、納入の告知を行っておらず、事業

主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。



茨城厚生年金 事案 825 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年 10 月 11 日から同年 11 月 28 日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社Ｂ営業所（現在は、Ｃ社）における資格取得

日に係る記録を昭和 41 年 10 月 11 日に、資格喪失日に係る記録を同年 11 月

28 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を２万 6,000 円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年 10 月 11 日から同年 11 月 28 日まで 

             ② 昭和 44 年 10 月１日から 45 年４月 30 日まで 

             ③ 昭和 48 年 11 月１日から 49 年４月 30 日まで 

             ④ 昭和 62 年 11 月１日から平成元年 12 月 30 日まで 

             ⑤ 平成５年５月１日から６年５月 20 日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社Ｂ営業所に勤務していた昭和 41 年 10 月 11 日から同年 11 月 28 日までの

期間、Ｄ社Ｅ本社に勤務していた 44 年 10 月１日から 45 年４月 30 日までの

期間、Ｆ社Ｇ営業所に勤務していた 48 年 11 月１日から 49 年４月 30 日まで

の期間、Ｈ社Ｉ本社に勤務していた 62 年 11 月１日から平成元年 12 月 30 日

までの期間及びＪ社に勤務していた５年５月１日から６年５月 20 日までの

期間ついて、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

それぞれの事業所に勤務していたことは間違いないので、各申立期間につ

いて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ｃ社から提出された「年金制度試算資料」により、

申立人が昭和 41 年 10 月 11 日から同年 11 月 28 日まで同社に勤務していた

ことが確認できる。 

また、Ｃ社に照会したところ、当該期間の従業員は、全員、社会保険に加



入していた旨の回答が得られた。 

さらに、Ｃ社からは、申立人は、申立期間①中、厚生年金保険に加入し、

厚生年金保険料の控除もされていたはずであるものの、当時、同社では、勤

務期間の短い者については、必ずしも厚生年金保険の加入手続が行われてい

たわけではなかったため、申立人について、厚生年金保険に係る手続に漏れ

があったとする旨の回答が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間①において、Ａ

社Ｂ営業所に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たものと認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人とほぼ同時期に入社

した同僚のＡ社における当該期間のオンライン記録から、２万 6,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主から、申立期間①当時、Ｃ社では、勤務期間の短い者につい

ては、必ずしも厚生年金保険の加入手続が行われていたわけではなかったた

め、申立人について、厚生年金保険に係る手続に漏れがあったとする旨の回

答が得られたことから、事業主から社会保険事務所へ申立てどおりの被保険

者資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 41 年 10 月分の保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立期間①に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 

２ 申立期間②について、申立人がＤ社Ｅ本社に勤務していたことは、当時の

同僚の証言から推認できる。 

一方、Ｄ社に照会したところ、人事記録等はＫ社（Ｄ社のＬ部門の引受会

社）に移管した旨の回答が得られたことから、同社に照会したものの、申立

人に係る申立期間②当時の勤務状況及び事業主による厚生年金保険料控除の

事実について具体的な回答は得られなかった。 

また、申立期間②当時、Ｄ社において社会保険事務を担当していた者に照

会したところ、当時の資料には申立人の名前は確認できない旨の回答が得ら

れた。 

さらに、申立期間②当時、Ｄ社において厚生年金保険被保険者資格を有し

ていた者のうち、存命中で連絡先が判明した 10 人に照会したところ、８人

から回答が得られ、そのうちの１人からは、同社はＭ社を創立するため人材

を募集し、入社した者は、Ｄ社において仮採用の形式で見習いとして仕事を

した後、Ｍ社が創立すると同時に同社へ異動し採用された旨のほか、２人か

らは、当時、Ｄ社では臨時や見習期間があり、当該期間中、見習いとして入

社した者は、社会保険には加入していなかったと思う旨の証言が得られた。 

 

３ 申立期間③について、申立人は、Ｎ県Ｏ市内のＦ社Ｇ営業所に勤務してい



たと主張していることから、オンライン記録により「Ｆ社Ｇ営業所」を含む

名称の厚生年金保険の適用事業所を検索したところ、「Ｆ社Ｇ営業所」とい

う名称を含む適用事業所及び類似の名称を持つ適用事業所は見当たらない。 

また、申立人は、Ｆ社Ｇ営業所の事業主及び役員の名前及び連絡先につい

て、不明としていることから、申立人に係る申立期間③当時の勤務状況及び

事業主による厚生年金保険料控除の事実について具体的な証言を得ることが

できない。 

 

４ 申立期間④について、当時、Ｈ社において厚生年金保険被保険者資格を有

していた者のうち、存命中で連絡先が判明した８人に照会したところ、４人

から回答が得られたものの、申立人に係る当時の勤務状況等について具体的

な証言は得られなかった。 

  また、申立人のＨ社の退社日についての記憶は定かではなく、申立人の主

張からも申立人の申立期間④における勤務実態を推認することができない。 

 

５ 申立期間⑤について、Ｊ社の役員に照会したところ、申立人は、中途採用

者としての入社であったため、しばらくの間は試用期間として勤務しており、

当該期間中、社会保険には加入していなかったものと思われる旨の証言が得

られた。 

  また、申立期間⑤当時、Ｊ社において厚生年金保険被保険者資格を有して

いた者のうち、存命中で連絡先が判明した６人に照会したところ、３人から

回答が得られ、そのうちの２人からは、入社後しばらくの間は、研修期間と

いうことで社会保険には加入していなかったものと思われる旨のほか、健康

保険証は入社してから 12 か月後くらいに受け取った旨の証言が得られ、事

実、オンライン記録により、当該同僚の同社における厚生年金保険被保険者

の資格取得日は、自身が証言する入社日の約１年後であることが確認できる

ことから、当時、同社では、従業員全員を必ずしも入社と同時に厚生年金保

険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

 

６ 労働局からは、申立人のＤ社Ｅ本社、Ｆ社Ｇ営業所、Ｈ社Ｉ本社及びＪ社

における雇用保険被保険者記録はいずれも無い旨の回答が得られた。 

 

７ このほか、申立期間②、③、④及び⑤に厚生年金保険料を事業主により給

与から控除された事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、

申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間②、③、④及び⑤に係る厚

生年金保険料を各事業主により、給与から控除されていたことを認めること

はできない。 



茨城厚生年金 事案 826 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 36 年 11 月１日、資格喪失日に係る記録を 37

年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 11月１日から 37年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 36年 11月１日から 37年４月１日までの期間につ

いて加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、申立期間中、正社員としてＡ社に勤務していたので、同期間につ

いて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間にＡ社において厚生年金保険被保険者資格を有していた者のうち、

存命中で連絡先の判明した同僚６人（申立人が名前を挙げた同僚を含む。）

及び申立期間後の昭和 37 年 10 月 15 日に被保険者資格を取得した者のうち、

存命中で連絡先の判明した同僚４人（申立人が名前を挙げた同僚を含む。）

の計 10 人に照会したところ、６人から回答が得られ、そのうちの４人から、

申立人が申立期間に同社に勤務していた旨の証言が得られた。 

また、上記証言が得られた同僚のうち３人は、入社時より給与から厚生年

金保険料が控除されていたものの、入社と同時に厚生年金保険には加入して

いなかったとしており、そのうち、申立人と同一職種の２人は、Ａ社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、自身が記憶する入社した時期の

後の昭和 37 年 10 月 15 日に被保険者資格を取得していることが確認できる

とともに、同日に被保険者資格を取得している従業員が約 200 人いることが



確認できる。 

このことについて、前述の証言が得られた同僚二人のうちの一人は、昭和

37 年ごろ、Ａ社の経理担当者が厚生年金保険料を控除しながら手続を行わな

かったという不正な会計処理が発覚したため、同年 10 月ごろ、当時在籍し

ていた従業員の資格取得の届出を一斉に行ったことを記憶しているとしてい

る。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社に勤務

し、前述の同僚二人を含む多くの同僚と同様に、厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る申立人と同一職種

の従業員の記録等から判断すると、２万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は保険料を納付したか否かについては不明としているが、仮に、事業主

から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後被保

険者資格の喪失日も提出する機会があったこととなるが、いずれの機会にお

いても社会保険事務所がこれらの届出を記録しておらず、これは通常の事務

処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所に対して、申立

人に係る資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る昭和 36 年 11 月から 37 年３月までの期間の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 827 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ

支店における資格取得日に係る記録を昭和 36 年８月 12 日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を３万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年８月 12 日から同年９月 12 日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 36 年８月 12 日から同年９月 12 日までの期間

について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、昭和 30 年４月１日に入社後、平成４年４月１日に退職するま

で、Ａ社に継続して勤務し、同社Ｃ支店に昭和 36 年８月に異動したと

記憶しているので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   労働局に照会したところ、申立人のＡ社に係る雇用保険被保険者記録で

は、資格取得日が昭和 30 年４月１日、離職日が平成４年３月 31 日であ

る旨の回答が得られたことから、申立人が申立期間中に同社に勤務して

いたことが確認できる。 

また、Ｂ社から提出された人事記録及び申立人から提出された同社が

発行した職歴証明書により、申立人は、昭和 36 年８月に、Ａ社Ｄ支店か

ら同社Ｃ支店へ異動したことが確認できる。 

さらに、オンライン記録により、申立人と同様に、Ａ社Ｄ支店から同

社Ｃ支店へ異動したことが確認できる同僚一人の加入記録を調査したと

ころ、厚生年金保険被保険者期間に欠落は見られない。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、

Ａ社Ｃ支店に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 



また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店にお

ける昭和 36 年９月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、３

万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、Ｂ社は不明としており、このほかにこれを確認できる関係

資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



茨城厚生年金 事案 828 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は昭和 39 年５月１日、資格喪失日は

41 年４月１日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保

険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要であ

る。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 39 年５月から同年７

月までを１万円、同年８月から 40 年７月までを１万 6,000 円、同年８月

から 41 年３月までを２万 2,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 39 年５月１日から 41 年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を確認したとこ 

ろ、Ａ社に勤務していた昭和 39 年５月１日から 41 年４月１日までの加

入記録が無かった旨の回答を受けた。 

申立期間当時、勤務していたことは間違いなく、厚生年金保険にも加

入していた記憶があるので、申立期間について厚生年金保険の被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

３ 委員会の判断の理由 

労働局に照会したところ、申立人のＡ社に係る 雇用保険被保険者記

録では、資格取得日が昭和 39 年５月１日、離職日が 41 年３月 31 日で

ある旨の回答が得られたことから、申立人が申立期間に同社に勤務して

いたことが確認できる。 

また、申立期間当時にＡ社において被保険者資格を有していた者のう

ち、連絡先の判明した同僚６人に照会したところ、４人から回答が得ら

れ、そのうちの３人から、当時、申立人は正社員として勤務していた旨

の証言が得られたほか、１人から、申立人は旧Ｂ村（現在は、Ｃ市）の

中学の同級生と一緒に入社したことを記憶している旨の証言が得られ、

申立人も同様の旨を主張している。 



さらに、申立人から提出された厚生年金保険被保険者証により、申立

人は、昭和 39 年５月１日に、厚生年金保険の被保険者資格を取得して

いることが確認できる。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を調査したと

ころ、健康保険整理番号＊番が欠落している上、＊番については、申立

人及び同僚が名前を挙げた前述の中学の同級生であり、被保険者資格取

得日が昭和 39 年５月１日となっていることが確認できる。 

また、上記厚生年金保険被保険者証に記載された厚生年金保険手帳記

号番号と前記中学の同級生である同僚の同番号は連番となっていること

が確認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が主張する昭和 39

年５月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、41 年４月１日に同

資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対して行ったことが認めら

れることから、申立期間について厚生年金保険被保険者資格の取得日及

び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人が名前を挙げた前

記中学の同級生である同僚のオンライン記録から、昭和 39 年５月から

同年７月までを１万円、同年８月から 40 年７月までを１万 6,000 円、

同年８月から 41 年３月までを２万 2,000 円とすることが必要である。 



茨城厚生年金 事案 829 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間に係る標

準報酬月額を 59 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年４月１日から同年 10 月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に

勤務していた平成９年４月１日から同年 10 月１日までの期間に係る標

準報酬月額が、遡及
そきゅう

して大幅に引き下げられていることが判明した。こ

の処理には納得できないので、標準報酬月額を元に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録では、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、

当初、59 万円と記録されていたところ、申立人が同社において被保険者

資格を喪失した日である平成９年 11 月 30 日より後の 11 年３月４日付け

で、９年４月１日に遡及して訂正され、９万 8,000 円に引き下げられてい

ることが確認できる。 

一方、申立人から提出された給与明細書により、申立期間における給与

の額は、58 万円であったことが確認できる。 

また、申立人と同様に、遡及して標準報酬月額が訂正されていた者は

18 人存在することから、その全員及び申立期間当時の社会保険事務担当

者に照会したところ、回答が得られた８人から、申立人は社会保険事務に

関わっておらず、社会保険関連の決定権は、事業主にあった旨の証言が得

られているとともに、申立期間当時、Ａ社の経営状態は不振だった旨及び

給与の遅配があった旨の証言が得られた。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、上記のような

記録訂正処理を行う合理的な理由は見当たらないことから、標準報酬月額

に係る有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る



標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 59 万円に訂正

することが必要であると認められる。 



茨城厚生年金 事案 830 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る船員保険料を船舶所有者により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を昭和 32年 10 月 31日に、資格喪失日に係る記録を 33年４月 14日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 2,000円とすることが必要である。 

なお、船舶所有者は、申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年 10月 31日から 33年４月 14日まで 

年金事務所に船員保険の加入記録を照会したところ、Ａ社所有のＢ船に

乗船していた昭和 32年 10月 31日から 33 年４月 14日までの期間について、

記録が無かった旨の回答を受けた。この期間は、Ｃ社から、Ａ社に納品さ

れた器材の管理のため、Ａ社に出張し、Ｂ船に乗船していたものであり、

船員手帳で乗船が確認できるので、申立期間について、船員保険の被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された船員手帳により、申立人が、昭和 32 年 10 月 31 日

から 33 年４月 13 日までの期間について、Ａ社が所有するＢ船に乗船してい

たことが確認できる。 

また、Ａ社から提出された、「大型船員予備員原簿」に、申立人の名前が

記載されており、保険等級欄に「12 級」と記載されていることから、船員保

険への加入が前提とされていたことがうかがえる。 

さらに、申立人が、同時にＣ社からＡ社に出張したとして名前を挙げた同

僚から提出された、「出張命令」において、乗船中はＡ社の一般職員と同等

の身分とするとの記載及び「船員保険の個人負担分は会社が負担する」とす

る旨の記載があり、申立期間に係る出張については、船員保険への加入が前

提とされていることがうかがえる。この点について、当該同僚は、保険料を

会社が負担するとは、立て替える意味であり、下船時に船員保険料が一括し

て控除されたと証言している。 



加えて、上記同僚は、申立期間中、Ａ社において船員保険の被保険者とな

っているところ、申立人の勤務について、同じ時期に乗船していたのであれ

ば勤務条件は全く同じはずである旨及び申立期間当時、Ｄ船団は外国の港に

寄港する関係で、船員保険の加入は必須であった旨の証言をしている。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、船員

保険料を船舶所有者により給与から控除されていたものと認められる。 

また、Ａ社から提出された、「大型船員予備員原簿」の申立人の欄に、保

険等級「12 級」と記載されているとともに、申立期間と同時期に申立人と同

条件でＥ船に出張乗船した同僚の標準報酬月額が２万 2,000 円となっている

ことから、申立人に係る申立期間の標準報酬月額は、２万 2,000 円（12 等

級）とすることが妥当である。 

なお、船舶所有者が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、仮に、船舶所有者から申立人の申立期間に係る被保険者資格取

得届が提出された場合には、その後被保険者資格喪失届も提出されているに

もかかわらず、いずれの機会においても社会保険事務所（当時）が当該届出

を記録しないとは考え難いことから、船舶所有者から申立てどおりの資格の

得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る昭和 32 年 10 月から 33 年３月までの保険料について納入の告知を行っ

ておらず、船舶所有者は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



茨城国民年金 事案 1021 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年１月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年１月 

ねんきん特別便を確認したところ、昭和 56 年１月について、国民年金保

険料の納付事実の確認ができなかった。 

昭和 56年１月 30日付けで厚生年金保険被保険者資格を喪失後、Ａ町役場

（現在は、Ｂ市）において国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料を

納付したはずであり、申立期間当時、婚姻していた元妻は、同期間の保険料

が納付済みとなっている。 

このため、申立期間について、保険料の納付事実の確認ができないことに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管する年金手帳及び国民年金被保険者台帳（特殊台帳）により、

申立人が国民年金強制被保険者となった日については、｢昭和 56 年２月１日｣

と記載されていることが確認でき、訂正された形跡も見当たらないことから、

申立期間については、国民年金被保険者資格を有しておらず、保険料を納付す

ることはできない。 

また、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえず、

ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



茨城国民年金 事案 1022 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年２月から 60年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年２月から 60年２月まで 

大学を卒業した昭和 60 年３月に、Ａ市役所（現在は、Ｂ市役所）におい

て、父と一緒に国民年金の加入手続を行った。 

その後、20歳から 23 歳まで未納となっていた期間の国民年金保険料を一

括して納付するよう案内が届いたので、郵送されてきた納付書により父がＡ

市役所において納付した。 

このため、申立期間の保険料の納付事実が確認できないことに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、申立人が学生であることから任意加入期間であり、制

度上、さかのぼって加入手続及び保険料の納付を行うことはできない上、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

また、申立人が国民年金に加入した時期は、年金手帳前渡し要求書により、

昭和 61年３月 31日以降であることが確認できることから、この時点では、仮

に、強制加入期間であったとしても、申立期間の過半については時効により保

険料を納付できない。 

さらに、申立人は、申立人の父が、国民年金の加入手続を行い、申立期間の

保険料を後からまとめて納付していたと主張しているが、申立人自身は国民年

金の手続に直接関与しておらず、申立人の父も既に他界しているため、具体的

な国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無い上、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



茨城国民年金 事案 1023 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40 年４月から 47 年３月までの期間、51 年４月から 52 年３

月までの期間、53年４月から同年９月までの期間、59年４月から 60年３月

までの期間及び平成５年４月から 10 年３月までの期間の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年４月から 47年３月まで 

             ② 昭和 51年４月から 52年３月まで 

             ③ 昭和 53年４月から同年９月まで 

④ 昭和 59年４月から 60年３月まで 

             ⑤ 平成５年４月から 10年３月まで 

各申立期間の国民年金保険料については、住宅が火災になって領収書等

の書類は無いが、間違いなく納付した。 

このため、各申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかな

い。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は申立人の元妻と連番であり、前の任意加

入者の国民年金手帳記号番号から、申立人は、昭和 46年 11月 29日以降に、

申立人の元妻と一緒に国民年金の加入手続を行ったものと考えられるが、こ

の時点で申立期間①の一部については時効により保険料を納付することは

できない。 

また、申立人の元妻も、申立期間①を含む国民年金の加入手続をした時点

で 20歳までさかのぼって被保険者資格を取得した昭和 41年２月から 49年３

月までの期間、申立期間②、③及び④については、申立人と同様に保険料が

未納である。 

さらに、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）及びＡ市の国民年金被保険者

名簿により、昭和 55年 12月８日に、53年 10月から 55年３月までの保険料

を過年度納付していることが確認できるが、この時点で申立期間③について

は、時効により保険料を納付することができない。 



加えて、オンライン記録により、昭和 62年 12月 24日に、60年 10月から

61年３月までの保険料を過年度納付していることが確認できるが、この時点

で申立期間④については、時効により納付することができない。 

その上、申立期間⑤を含む、厚生年金保険被保険者期間（昭和 63 年 12 月

から平成８年 11月までの期間）については、国民年金の被保険者となること

はできず、国民年金保険料を納付することができない上、国民年金被保険者

期間については、保険料を一緒に納付したと主張する申立人の妻も保険料が

未納である。 

また、申立人の妻は、国民年金の加入手続及び保険料の納付については、

申立人が行ったと主張しており、自らは国民年金の手続及び保険料の納付に

直接関与しておらず、申立人は、既に他界していることから、国民年金の加

入状況及び各申立期間の保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立期間①、②及び③の保険料が、特例納付により納付した事情

は見当たらないほか、申立期間④及び⑤については、特例納付制度は存在し

ない。 

加えて、各申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もう

かがえず、ほかに各申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が各申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。



茨城国民年金 事案 1024 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和53年４月から同年９月までの期間及び55年７月の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53年４月から同年９月まで 

② 昭和 55年７月 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 53 年４月か

ら同年９月までの期間及び 55 年７月について、国民年金保険料の納付事実

の確認ができなかった。 

両申立期間については、父が、Ａ町役場（現在は、Ｂ市役所）において国

民年金の加入手続を行い、納税組合を通じて家族全員の保険料を納付してく

れていたはずである。 

このため、両申立期間について、保険料の納付事実の確認ができないこと

に納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の保管する年金手帳により、申立人が国民年金強制被保険者となった

日については、｢昭和 55 年８月１日｣と記載されていることが確認でき、訂正

された形跡も見当たらないことから、両申立期間については、国民年金被保険

者資格を有しておらず、保険料を納付することはできない。 

また、申立人は、申立人の父が、国民年金の加入手続を行い、両申立期間の

保険料を納付したと主張しているが、申立人自身は国民年金の手続に直接関与

しておらず、申立人の父も既に他界しているため、両申立期間当時の具体的な

国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立人の保管する年金手帳には、｢昭和 55年 11月 27日納付書送付

済｣と押印され、国民年金被保険者資格取得年月日については｢昭和 55 年８月

１日｣と記載されていることが確認でき、事実、申立人は、同年８月以降の保

険料をすべて納付していることから、当該納付書は、申立期間②直後の 55 年

８月以降に係る保険料の納付書であると推認するのが自然である。 



加えて、申立人が国民年金に加入した時期は、直前の任意加入者の国民年金

手帳記号番号により、昭和 55 年９月以降であると考えられるが、申立人は、

両申立期間の保険料を後からまとめて納付したことはないと主張しており、両

申立期間の保険料を過年度納付したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その上、両申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかが

えず、ほかに両申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が両申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



茨城国民年金 事案 1025 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年９月から 53年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年９月から 53年３月まで 

昭和 52 年８月ごろ、Ａ町役場（現在は、Ｂ市役所）において、母が国民

年金の加入手続を行った。また、昭和 50年９月から 52年８月までの国民年

金保険料については、母と一緒にＡ町役場において一度に 20 万円くらいを

納付し、残りの保険料については、母が月ごとに納付した。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 52 年８月ごろ、申立人の母がＡ町役場において国民年金の

加入手続を行ったと主張しているが、申立人が国民年金に加入した時期は、

申立人が所持する国民年金手帳及び前の任意加入者の国民年金手帳記号番号

から、厚生年金保険被保険者資格を喪失した 54年４月８日以降と考えられる。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年９月から 52 年８月までの保

険料については、申立人の母と一緒にＡ町役場において一度に 20万円くらい

を納付し、残りの保険料については、月ごとに申立人の母が納付したと主張

しているが、仮に、50 年９月から 52年８月までの保険料を過年度納付した場

合の保険料額と大きく乖離
か い り

している。 

さらに、申立人の国民年金被保険者資格取得日は、国民年金手帳によれば

昭和 54年４月８日となっており、申立期間は未加入期間であり、同年４月以

降の国民年金保険料はすべて納付されていることから、申立人は前述の加入

手続以降に納付を開始したと推認するのが自然である。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号が払出された形跡はうかがえない上、

申立期間の保険料を納付したことを示す関係資料（家計簿、確定申告書等）

が無い。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



茨城国民年金 事案 1026 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52年４月から 53年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52年４月から 53年９月まで 

仕事を辞め、厚生年金保険被保険者資格を喪失したことから、妻が、昭和

52 年４月ごろ、国民年金の加入手続を行った。また、申立期間の国民年金

保険料については、郵送されてきた納付書により、毎月、銀行に出向いて納

付した。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、厚生年金保険被保険者資格を喪失したことから、申立人の妻が、

昭和 52 年４月ごろに、Ａ市役所において国民年金の加入手続を行い、毎月、

銀行に出向き、申立期間の保険料を納付していたと主張しているが、申立期

間当時に申立人の居住地を管轄する社会保険事務所(当時）において払い出さ

れる国民年金手帳記号は「Ｂ」であり、申立人には現在の基礎年金番号であ

る厚生年金保険記号「Ｃ」以前に国民年金手帳記号番号が払出された形跡は

見当たらず、申立期間については、国民年金被保険者資格を有していなかっ

たため、納付書が発行されることは無く、保険料を納付することができない。 

また、申立人の国民年金の加入手続及び申立期間の保険料を納付したとす

る申立人の妻も、申立期間については国民年金の被保険者資格を有しておら

ず、本来、申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失したことにより国民年

金の加入手続を行った場合、申立人の健康保険の被扶養者であった申立人の

妻も国民年金に加入することになることから、主張には不自然な点が認めら

れる。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号が払出された形跡はうかがえない上、

申立期間の保険料を納付したことを示す関係資料（家計簿、確定申告書等）

が無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



茨城厚生年金 事案 831 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年４月１日から同年６月９日まで 

             ② 昭和 40年７月 31日から同年 11月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 40 年４月１日から同年６月９日までの期間及びＢ

社（現在は、Ｃ社）に勤務していた同年７月 31 日から同年 11 月１日まで

の期間の記録が無かった旨の回答を受けた。 

両事業所に勤務していたことは間違いないので、各申立期間について厚

生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社から提供された労働者名簿から、申立人の雇

入年月日が、昭和 40年６月９日であることが確認できる。 

  また、Ａ社から、申立人の申立期間①における勤務については確認でき

ないほか、申立てどおりの資格取得・喪失の届出及び申立期間①に係る厚

生年金保険料の納付については不明である旨の回答が得られた。 

さらに、申立人は、同僚の名前を記憶していないことから、申立期間①

当時、Ａ社において被保険者資格を有している 12 人のうち、連絡先の判明

した９人に照会したところ、３人から回答が得られたものの、申立人の申

立期間①に係る勤務状況及び厚生年金保険の加入について具体的な証言は

得られなかった。 

加えて、労働局からは、申立期間①に係るＡ社における申立人の雇用保

険被保険者記録は無い旨の回答が得られた。 

 

２ 申立期間②について、Ｃ社から、当時の資料は残存しておらず、申立人



の申立期間②における勤務については確認できないほか、申立てどおりの

資格取得・喪失の届出及び申立期間②に係る厚生年金保険料の納付につい

ては不明である旨の回答が得られた。 

また、申立人は、同僚の名前を記憶していないことから、申立期間②当

時、Ｂ社において被保険者資格を有している 14 人のうち、連絡先の判明し

た８人に照会したところ、６人から回答が得られたものの、申立人の申立

期間②に係る勤務状況及び厚生年金保険の加入について具体的な証言は得

られなかった。 

さらに、労働局からは、申立期間②に係るＢ社における申立人の雇用保

険被保険者資格記録は無い旨の回答が得られた。 

 

  ３ このほか、両申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の

両申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺

事情も見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として両申立期間に係る厚生年金保

険料を両事業主により、給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



茨城厚生年金 事案 832 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月１日から 49年７月 10日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間のうち、昭和 46 年４月１日から

49 年７月 10 日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受け

た。 

私は、申立期間中、Ａ社に勤務していたので、同期間について厚生年金

保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社に照会したところ、申立期間当時の書類が残存していないため、申立

人の勤務期間及び厚生年金保険の加入状況について確認できない旨の回答が

得られた。 

また、Ａ社の取締役３人に照会したところ、１人から、申立人は、一度退

職し、その後再雇用された旨の証言が得られた。 

さらに、申立期間当時、Ａ社に勤務していた者３人及び申立人が名前を挙

げた２人の合計５人に照会したところ、４人から回答が得られ、うち２人か

ら、申立人は、同社に勤務していたが、一度退職し、再雇用された旨の証言

が得られた。 

加えて、労働局からは、申立期間に係るＡ社における申立人の雇用保険被

保険者記録が無い旨の回答が得られた。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 833 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年８月 23 日から 47 年９月５日まで 

    年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

していた昭和 46 年８月 23 日から 47 年９月５日までの期間について、

記録が無かった旨の回答を受けた。 

しかし、私は、Ａ社には、昭和 46 年８月 23 日から勤務していたと記

憶している。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に照会したところ、申立期間当時の事業主は既に他界しており、関

係資料も残存していないため、申立人の当時の勤務状況及び厚生年金保険

料の適用等については不明である旨の回答が得られた。 

また、申立期間中、Ａ社において被保険者資格を有していた者のうち、

存命中で連絡先が判明した７人に照会したところ、２人から回答が得られ

たものの、両人とも申立人について記憶しておらず、申立人に係る当時の

勤務状況等について具体的な証言は得られなかった。 

さらに、労働局からは、申立期間に係るＡ社における申立人の雇用保険

被保険者記録は無い旨の回答が得られた。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

た事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申

立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情

も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 834 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 25年６月１日から 26年７月 31日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を確認したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 25年６月１日から 26年７月 31日までの期間につ

いて、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

申立期間当時、夫と一緒にＡ社に勤務していたことは間違いなく、厚生

年金保険にも加入していた記憶があるので、同期間について厚生年金保険

の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ県Ｃ郡Ｄ村Ｅ（現在は、Ｆ市）の「Ａ社」に勤務していたと

主張していることから、オンライン記録により「Ａ社」を含む名称の厚生年

金保険の適用事業所を検索したところ、該当する適用事業所は見当たらない

ほか、法務局から、申立人が主張する名称の法人登記は見当たらない旨の回

答が得られた。 

また、申立人が主張する所在地を管轄する社会保険事務所に照会したとこ

ろ、類似の名称の事業所として、「Ｇ社」が、申立期間当時、厚生年金保険

の適用事業所に該当していた旨の回答が得られ、同社会保険事務所から提出

された同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人の夫

の加入記録（昭和 26 年２月１日資格取得、同年５月 29 日資格喪失）が確認

できることから、申立人が、当時、勤務していた事業所は、「Ｇ社」である

と推認できるものの、同名簿に、申立人の名前は無く、健康保険整理番号に

も欠番が無い。 

さらに、申立人は、申立期間当時、夫婦で同一事業所に勤務していたと主

張しているが、申立人の夫は、昭和 25 年６月１日から同年７月 31 日まで、



Ｈ県Ｉ郡Ｊ村（現在は、Ｋ市）の「Ｌ社」に勤務していたこと及び 26 年２月

１日付で、「Ｇ社」において厚生年金保険被保険者資格を取得していること

が、両事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により確認できる。 

そこで、申立人の夫に照会したところ、申立人は「Ｌ社」に勤務したこと

はない旨のほか、自身が「Ｌ社」を昭和 25 年７月末ごろに退職し、「Ｇ社」

に就職するまでの半年程度の期間については、夫婦共々、いずれの事業所に

も勤務してなかった旨の回答が得られた上、「Ｌ社」に係る同名簿にも、申

立人の名前は無く、健康保険整理番号にも欠番が無い。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立てに係る事

実をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 835 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年５月１日から同年８月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務し

ていた昭和 32 年５月１日から同年８月１日までの期間について、加入記録

が無かった旨の回答を受けた。 

申立期間中、Ａ社に勤務していたことは間違いないので、同期間につい

て厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間にＡ社に勤務していたことは、事業主及び同僚の証言に

より推認できる。 

一方、申立期間当時、Ａ社の代表取締役であった者に照会したところ、50

年以上前のことであり、当時の書類は残存していない旨のほか、会計担当者

も他界しているため、申立人に係る当時の勤務期間及び厚生年金保険の加入

状況については確認することができない旨の回答が得られた。 

また、申立期間当時、Ａ社において被保険者資格を有している者のうち、

連絡先の判明した 13 人（申立人が名前を挙げた同僚２人を含む。）に照会し

たところ、６人から回答が得られ、そのうちの２人からは、数か月の見習期

間があった旨の証言のほか、また、２人からは、厚生年金保険にすぐには入

れなかった旨の証言が得られ、事実、オンライン記録により当該者の加入記

録を調査したところ、入社から厚生年金保険の被保険者資格を取得するまで

に約３か月の期間があることが確認できる。 

さらに、申立期間に係るＡ社における健康保険厚生年金保険事業所別被保

険者名簿には、申立人の名前は無く、健康保険整理番号に欠番も見られない

ことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 



このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。



茨城厚生年金 事案 836 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月１日から 42年 10月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた昭和 40年４月１日から 42 年 10月１

日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

申立期間中、Ａ社に勤務していたことは間違いないので、同期間につい

て厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＡ社に勤務していたことは、事業主及び同僚の証

言から推認できる。 

一方、Ｂ社に照会したところ、申立期間当時の事業主及び事務担当者は他

界しており、申立人に係る当時の勤務期間及び厚生年金保険の加入状況につ

いては確認することができない旨の回答が得られた。 

また、申立期間当時、Ａ社に勤務していた者のうち、連絡先が判明した５

人（申立人が名前を挙げた同僚１人を含む。）に照会したところ、３人から

回答が得られ、そのうちの１人からは、申立人は共同経営者であった旨の証

言が得られ、事実、同社の閉鎖登記簿謄本からも申立人が取締役であったこ

とが確認できるところ、Ｂ社の取締役であった者からは、当時、取締役等役

員は厚生年金保険には加入していない旨の証言が得られた。 

さらに、労働局からは、申立人の申立期間に係る雇用保険被保険者記録は

無い旨の回答が得られた。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事



業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。



茨城厚生年金 事案 837 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年２月１日から 38年２月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた期間のうち、昭和 37年２月１日から 38年２月１日ま

での期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、Ａ社には２回勤務し、昭和 37年２月１日から 38年２月１日の期

間についても勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された失業保険被保険者資格取得届の控えにより、申立期間

の一部の期間について、申立人が同社に勤務していたことは確認できる。 

一方、Ａ社に照会したところ、申立人の申立期間における勤務については

確認できないとしているほか、当時の社会保険担当者等は既に他界している

ため、申立人に係る当時の勤務状況及び厚生年金保険の適用について、詳細

は分からない旨の回答が得られた。 

また、申立人が名前を挙げた同僚及び申立期間に厚生年金保険被保険者資

格を有していた同僚のうち、連絡先の判明した３人に照会したところ、１人

から、申立人の名前には覚えがあるが、雇用形態等について詳しくは分から

ない旨の回答が得られたことを除いて、申立人のＡ社における勤務及び厚生

年金保険加入について具体的な証言は得られなかった。 

さらに、申立期間に係るＡ社における健康保険厚生年金保険被保険者名簿

には、申立人の名前は無く、健康保険整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、



申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 838 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年４月１日から 27年６月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 24 年４月１日から 27 年６月１日までの期間につ

いて、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

    私は、工業高校を卒業後、地元のＡ社に就職し、約３年間、同社に勤務

をしていた。申立期間当時、当該事業所から健康保険証を交付された記憶

があることから、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ自治体Ｃ町（現在は、Ｄ市）にある「Ａ社」に勤務していた

と主張していることから、Ｂ自治体Ｄ市を管轄する法務局に照会したところ、

該当する名称の法人登記は確認できる旨の回答が得られた。 

しかし、Ｄ市を管轄する年金事務所からの回答によると、旧Ｃ町及びその

近隣において、「Ｅ」という名称の厚生年金保険の適用事業所は存在しない。 

また、オンライン記録により、「Ｅ」を含む名称の厚生年金保険の適用事

業所を検索したところ、17 社存在することが確認できるものの、そのうち、

申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所であった２社の所在地は、いずれ

も、Ｂ自治体内の事業所ではないことから、申立人が勤務した事業所とは考

え難い。 

さらに、Ａ社の商業登記簿謄本において取締役として名前の記載がある者

に照会したところ、申立期間当時の代表取締役は自身の父親であり、既に 10

年前に他界しているが、その父親が存命中であった当時の同社における社会

保険等の加入状況について尋ねたところ、「社会保険には加入していな

い。」旨のほか、当時、自身は高校在学中であり同社に勤務しておらず、申

立人の勤務状況等については分からない上、当時の資料は全て廃棄処分して



おり、残っていない旨の回答が得られた。 

加えて、申立人が、申立期間当時、一緒に勤務していたと主張する同僚一

人について、オンライン記録により、氏名検索を行ったところ、同人と思わ

れる者が一人該当したが、Ａ社における厚生年金保険被保険者資格の記録は

確認できない上、その者は、既に他界していることから、申立人に係る当時

の勤務状況等について具体的な証言を得ることができない。 

また、申立人は、自身が勤務した事業所の名称について「Ｆ社」であった

かもしれないと主張していることから、申立期間当時、申立人が勤務地であ

ったと主張しているＢ自治体Ｃ町においてＧ業を営んでいたＦ社に照会した

ところ、同社は、創業当初から事業所名がＦ社であり、Ａ社とは経営主体が

違う旨の回答が得られた上、同社に係る厚生年金保険被保険者名簿に申立人

及び申立人が名前を挙げた同僚の名前は見当たらず、健康保険整理番号に欠

番も見られない。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立てに係る事

実を確認できる関連資料、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 839 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 29年 11月１日から 31年９月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を確認したところ、

Ａ社Ｂ工場に勤務していた期間のうち、昭和 29年 11月１日から 31年９月

１日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

申立期間当時、勤務していたことは間違いなく、厚生年金保険にも加入

していた記憶があるので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、Ｃ市Ｄ区Ｅの「Ａ社Ｂ工場」において、Ｆ製造

の業務をしていた旨を主張していることから、オンライン記録により「Ａ社

Ｂ工場」を検索したところ、該当する適用事業所は無い。 

また、申立人は、申立期間直前の期間である昭和 29 年９月１日から同年

11 月１日まで、Ａ社における厚生年金保険被保険者資格を有しているところ、

同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人と同様に、同年

11 月１日付けで、同社における被保険者資格を喪失している者が５人いるこ

とが確認でき、オンライン記録により、当該同僚５人は、30 年３月１日に、

Ｇ社（新規適用年月日：昭和 30 年３月１日）において被保険者資格を取得し

ていることが確認できる。 

さらに、Ｇ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、上記同僚５

人の名前を確認できる上、同社の事業所所在地（Ｄ区Ｈ町）及び業種（Ｆ製

造業）が申立人の主張と一致しているほか、同社の事業主名とＡ社の事業主

名が一致していることが確認できるものの、同名簿に申立人の名前は無い。 

加えて、申立期間当時、Ａ社及びＧ社において被保険者資格を有していた

者のうち、連絡先の判明した同僚５人に照会したところ、３人から回答が得

られたものの、申立人に係る勤務状況及び厚生年金保険の加入に関する具体



的な証言は得られなかった。 

また、Ｉ社（平成元年３月６日にＡ社から商号変更）の社会保険担当者に

確認したところ、申立期間当時の資料が残っていないため、申立期間につい

て確認することができない旨の回答が得られた。 

さらに、Ｇ社は既に適用事業所には該当しなくなっている上、事業主も他

界していることから、申立人に係る申立期間当時の勤務状況及び厚生年金保

険の適用について照会することができない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申

立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も

見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険を事業

主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。



茨城厚生年金 事案 840 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年９月 15日から同年 10月 14日まで 

             ② 昭和 49年２月 27日から同年４月 14日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ自治体のＢ社（現在は、Ｃ社）に勤務していた期間のうち、昭和 48 年９

月 15日から同年 10 月 14日までの期間及びＤ県のＥ社に勤務していた期間

のうち、49 年２月 27 日から同年４月 14 日までの期間について、加入記録

が無かった旨の回答を受けた。 

    私は、両申立期間中、それぞれの事業所に勤務していたことを記憶して

おり、加入記録が無いのは、両事業所の総務担当者の届出の誤りではない

かと思うので、両申立期間について厚生年金保険の被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、Ｃ社から提出された申立人に係る「勤務記録表」

（写）により、申立人の同社における退職日は昭和 48 年９月 14 日である

ことが確認できる。 

    また、Ｃ社から提出された昭和 48 年８月 27 日作成の「Ｂ社本社社員名

簿」（写）では、申立人の名前が記載されており、在籍が確認できるが、

同年９月 25 日作成の同名簿（写）では、申立人の名前は無く、申立期間①

における申立人の在籍を確認することはできない。 

 さらに、申立人のＢ社に係る雇用保険被保険者記録によると、申立人は、

昭和 48 年４月２日に資格取得し、同年９月 14 日に離職していることが確

認でき、申立人の厚生年金保険被保険者記録と一致している。 

加えて、申立人に係る戸籍附票によると、申立人は、昭和 48 年９月 23

日に、住民票をＡ自治体Ｆ市からＤ県Ｇ郡Ｈ町に移していることが確認で

きる。 

また、申立期間①にＢ社において厚生年金保険被保険者資格を有し、申

立人と同じ課で勤務していた同僚のうち、連絡先の判明した二人に照会し



たものの、申立人の申立期間①における勤務状況及び厚生年金保険の適用

に関する具体的な証言は得られなかった。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人のＥ社に係る雇用保険被保険者記録による

と、申立人は、昭和 48 年 10 月 15 日に資格取得し、49 年２月 26 日に離職

していることが確認でき、申立人の厚生年金保険被保険者記録と一致して

いる。 

    また、Ｅ社は平成 20 年３月に破産倒産しているため、倒産時の代表取締

役に照会したところ、自身の代表取締役就任時（平成 16 年）には、既に、

申立期間②当時の書類は残存していなかったとしており、申立人の申立期

間②における勤務状況及び厚生年金保険の適用に関する具体的な証言は得

られなかった。 

さらに、Ｅ社の破産管財人を担当した弁護士に照会したところ、同社に

係る賃金台帳等の書類は無いとしており、申立人の申立期間②における勤

務状況及び厚生年金保険の適用に関する具体的な関連資料等は得られなか

った。 

加えて、Ｅ社の親会社であるＩ社に照会したところ、Ｅ社に係る書類は

一切無いとしており、申立人の申立期間②における勤務状況及び厚生年金

保険の適用に関する具体的な証言は得られなかった。 

また、申立人が名前を挙げた同僚のうち、存命中で連絡先の判明した一

人に照会したところ、申立人に対する記憶は全く無いとしており、申立人

の申立期間②における勤務状況及び厚生年金保険の適用に関する具体的な

証言は得られなかった。 

 

  ３ このほか、両申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の

両申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺

事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として両申立期間に係る厚生年金保

険料を両事業主により、給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



茨城厚生年金 事案 841 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年５月１日から 38年８月１日まで 

    社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、

Ａ機関に勤務していた昭和 34 年５月１日から 38 年８月１日までの期間に

ついて、健康保険の加入記録については確認できるものの、厚生年金保険

の加入記録については確認できないことが判明した。 

私は、Ａ機関に臨時雇用の職員として、昭和 34 年度については６か月な

いし７か月間、35 年度以降については年間を通じて勤務し、健康保険にも

加入をしていた。 

健康保険と厚生年金保険は一体であるものと考えていることから、申立

期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ機関に勤務していた同僚が、申立人について、申立期間当時、臨時雇用

の定期作業員として勤務していた旨の証言をしていること及び同僚から提出

された「Ａ機関組合員名簿」（昭和 36 年６月 23 日現在）に申立人の名前が

記載されていることから、申立人が申立期間当時に同機関に勤務していたこ

とは推認できる。 

一方、申立期間に係るＡ機関における社会保険の適用について、同機関に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、昭和 34 年５月７日に新たに適

用となった事業所（以下「Ｂ事業所」という。）及び 29 年４月１日に新たに

適用となった事業所（以下「Ｃ事業所」という。）の二つの事業所が確認で

き、このうち、Ｃ事業所については、厚生年金保険の適用年月日及び登載さ

れている者の厚生年金保険手帳記号番号も記載されているところ、Ｂ事業所

については、双方とも記載が無く、健康保険の整理番号等だけが記載されて

いることから、Ｂ事業所については、健康保険のみの適用の事業所であった

と考えられる。また、申立人はＢ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿に登載されていることから、申立期間当時、申立人については健康保

険のみ適用されていたものと推認できる。 



また、Ａ機関の事業を引き継いでいるＤ機関に照会したところ、申立期間

当時、Ａ機関に勤務していた職員に係る厚生年金保険の適用については、強

制適用の取扱いに属する者（事務関係作業員及び事業関係の基幹作業員）と

任意包括適用の取扱いに属する者（強制適用の取扱いに属する者以外の者で、

本人の意思により厚生年金保険に加入させていた者）とで、区分して取扱い

をする旨の通達が発せられており、同機関においても、上記通達を踏まえた

上で、臨時雇用の職員に係る厚生年金保険について取扱いをしていた旨の回

答が得られた。 

さらに、申立期間当時、Ａ機関において労務担当をしていた職員からは、

臨時雇用の職員から厚生年金保険に加入する同意が得られなかったため、当

時、同機関においては、大多数の者が厚生年金保険に加入していなかった旨

の証言が得られた。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 842 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年４月１日から 44年２月 15日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社又はＢ社に勤務していた昭和 42年４月１から 44年２月 15日までの期

間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

しかし、私は、勤務していた当時、事業主から「60歳になったら年金を

もらえるようにしてやるからな」と言われた記憶があり、事業主が厚生年

金保険に加入させてくれていたはずである。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が主張する所在地（Ｃ県Ｄ市Ｅ区）に「Ａ社」及び「Ｂ社」という

名称の法人は登記されておらず、オンライン記録においても、同所在地に該

当する厚生年金保険の適用事業所は見当たらない。 

また、労働局に照会したところ、「Ａ社」及び「Ｂ社」という名称の雇用

保険の適用事業所は無い旨のほか、申立期間における申立人の雇用保険被保

険者記録は無い旨の回答が得られた。 

さらに、申立人が「Ａ社」又は「Ｂ社」の申立期間当時の事業主として名

前を挙げている者は、既に他界しているため照会することができない。 

   加えて、申立人が名前を挙げている同僚３人は、連絡先が不明のため、照

会することができない。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、



申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 843 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22年 11月 30日から 23年４月 30日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 22年４月１日から 23年４月 30日までの期間のう

ち、22 年 11 月 30 日から 23 年４月 30 日までの期間について、加入記録が

無かった旨の回答を受けた。 

昭和 22年４月１日から 23年４月 30日までの期間、Ａ社に勤務していた

ことは間違いないので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された辞令の写しから、申立人は、昭和 22 年４月１日から

23 年４月 30 日までＡ社（昭和 22 年 11 月 30 日から 23 年３月 31 日まではＡ

社Ｂ事務所駐在）に勤務していたことが確認できる。 

一方、Ａ社は、昭和 23 年８月 14 日に、厚生年金保険の適用事業所に該当

しなくなるとともに、解散しているほか、申立人が同社Ｂ事務所の同僚とし

て名前を挙げた４人は既に他界しているため、申立人に係る申立期間当時の

厚生年金保険の適用について確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、前記の同

僚４人のうち２人は、申立人と同様に、昭和 22年 11月 30日に被保険者資格

を喪失していることが確認できる上、申立人が同社Ｂ事務所の事務担当者で

あったとする同僚１人の氏名は見当たらない。 

さらに、申立期間当時のＡ社の経理事務担当者は、「Ｂ事務所の職員数は

２人ないし３人がほとんどで、厚生年金保険の適用事業所となる５人以上の

事務所は少なかった。」としている。 



加えて、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）においても、申立人は昭和

22年 11月 30日にＡ社の被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立期間におけ

る厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。



茨城厚生年金 事案 844 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年３月から 26年８月５日まで 

    年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務し

ていた期間のうち、昭和 24年３月から 26年８月５日までの期間ついて、

加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

申立期間中、Ａ社に勤務していたことは間違いないので、同期間につい

て厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＡ社に勤務していたことは、申立人から提出され

た賞状（Ｂ組合が表彰）の昭和 27 年５月５日の交付年月日及び勤務３年の記

述により推認できる。 

一方、Ａ社において、昭和 20 年代に健康保険及び厚生年金保険被保険者資

格を取得している同僚のうち、存命中で連絡先の判明した者７人に照会した

ところ、全員から回答が得られ、そのうち、高校卒で正社員として入社した

同僚１人から、販売に携わる者はすべて中学校卒の者で２年ないし３年は見

習期間があり、当該期間中は社会保険に加入できなかった旨の証言が得られ

た。 

また、上記証言が得られた同僚のうち、３人からは、見習いとして入社し、

その後、正社員になった旨の証言が得られた。 

さらに、閉鎖商業登記簿謄本により、Ａ社は昭和 39 年５月８日に解散して

いることが確認できるほか、同謄本に記載のある代表者はすでに他界してお

り、申立人に係る申立期間当時の状況について証言を得ることができない。 

加えて、申立人が名前を挙げた同僚３人のうち、２人は他界しており、ま

た、１人は連絡先が不明のため、申立人に係る申立期間当時の状況について

証言を得ることができない。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された



事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 845 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 38年 11月まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 37年４月から 38 年 11月までの期間について、加

入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、Ａ社に、妹と同時期に就職し、同時期に退職した。勤務期間が同

じである妹には厚生年金保険の加入記録があるにもかかわらず、私に加入

記録が無いことに納得がいかない。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社において厚生年金保険被保険者資格を有する複数の同僚の証言から、

勤務期間は不明であるが、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

一方、申立期間当時のＡ社の事業主は、既に他界しているため、申立人に

係る厚生年金保険の適用に関する具体的な証言を得ることができないほか、

当時、同社において社会保険事務を担当していた者に照会しても、申立人に

係る勤務状況及び厚生年金保険の適用に関する具体的な証言は得られなかっ

た。 

また、前述の社会保険事務担当者は、「申立期間当時、兄弟姉妹で勤務し

ていた者が複数組いた。」としており、当該担当者から名前の挙がった申立

人以外の姉妹に照会したところ、当該姉妹の勤務は推認できるが、Ａ社に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において確認できるのは当該姉妹の妹

の名前のみであり、姉の名前は無い。このことから、Ａ社では、必ずしも従

業員全員を厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 



さらに、申立人が名前を挙げた同僚及びＡ社において申立期間に厚生年金

保険被保険者資格を有していた者のうち、連絡先の判明した４人に照会した

ものの、申立人の厚生年金保険の適用に関する具体的な証言は得られなかっ

た。 

加えて、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当してから該当しなくなる

までの期間に係る同社における健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人

の名前は無く、健康保険整理番号に欠番も見られない。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 


